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I. 序論：「除くクレーム」という戦略的ツール 

 

 

「除くクレーム」の定義と位置づけ 

 

日本の特許実務において「除くクレーム」（disclaimer claim）とは、請求項に係る発

明に包含される一部の事項のみを、当該請求項に記載した事項から除外することを明示

した請求項を指す 1。これは、請求項の文言表現を維持しつつ、「（但し、～を除

く）」といった消極的な限定（negative limitation ）を付加することにより、権利範囲

を減縮する手法である。この補正は、出願審査の過程や、特許付与後の異議申立、無効

審判といった手続きにおいて、先行技術との抵触を回避するための重要な戦略的選択肢

として広く用いられている 3。 

 

主な目的：新規性・先行技術要件の克服 

 

「除くクレーム」が最も頻繁に活用されるのは、先行技術を根拠とする拒絶理由を解消

する場面である。具体的には、新規性（特許法第 29 条第 1 項）、拡大された先願の地

位（同法第 29 条の 2）、または冒認出願・同日出願（同法第 39 条）に関する拒絶理

由通知に対し、引用発明と自らの発明が重複する部分のみを的確に権利範囲から除外す

ることで、特許性を確保することを目的とする 4。特に、発明の進歩性が問われず、発

明の同一性のみが問題となる第 29 条の 2 の拒絶理由の解消においては、「除くクレー

ム」による重複部分の単純な除外が、クリーンかつ効果的な対応策となるため、その有

用性は極めて高いと認識されている 3。 



 

内在する緊張関係：出願人の柔軟性と第三者の法的安定性の均衡 

 

「除くクレーム」の許容性は、特許制度が内包する二つの要請の間の緊張関係を象徴し

ている。一方には、出願時に予見できなかった先行技術の存在が明らかになった際に、

発明の保護範囲を適切に補正し、発明者の貢献に報いるための柔軟性を確保したいとい

う出願人の要請がある。他方には、出願当初に開示された発明の範囲を信頼して行動し

た第三者が、予期せぬ権利範囲の変動によって不利益を被ることのないよう、法的安定

性を確保したいという社会的な要請が存在する 1。このため、「除くクレーム」の利用

には、新規事項の追加の禁止、明確性要件、進歩性要件といった様々な法的限界が課さ

れており、これらの限界を画定する法解釈は、両者の要請の均衡点をどこに見出すかと

いう根源的な問いに答える試みであると言える 4。 

 

II. 主要な限界：新規事項追加の禁止 

 

 

法的枠組み：特許法第 17 条の 2 第 3 項 

 

「除くクレーム」を含むあらゆる補正が直面する最も根源的かつ重要な制約は、新規事

項追加の禁止である。特許法第 17 条の 2 第 3 項は、明細書、特許請求の範囲または図

面についての補正は、願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲または図面（以下

「当初明細書等」という。）に記載した事項の範囲内においてしなければならないと規

定している 4。この規定が、「除くクレーム」の許容性を判断する上での法的基盤とな

る。 

 

「ソルダーレジスト」大合議判決：パラダイムシフト 

 



「除くクレーム」に関する新規事項追加の判断基準は、知的財産高等裁判所（知財高

裁）の平成 20 年 5 月 30 日大合議判決（「ソルダーレジスト」事件）によって、従前

の実務を大きく転換させるパラダイムシフトを経験した。 

 

従前の実務：「例外的取扱い」から統一的原則へ 

 

本判決以前の特許庁審査基準では、「除くクレーム」は、新規性や拡大された先願の地

位に関する拒絶理由を解消する場合などに限って「例外的に」許容されるものとして扱

われていた 1。この考え方は、「除くクレーム」が新規事項追加の禁止の原則に抵触す

る疑いが本質的にあることを前提としていた。しかし、知財高裁大合議判決は、このよ

うな「例外的」な取扱いを「適切ではない」と明確に否定した 1。そして、「除くクレ

ーム」とする補正も他の補正と同様に、新規事項を追加するか否かという統一的な原則

論の中で判断されるべきであるとの立場を確立した。 

 

中核となる基準：「新たな技術的事項を導入しない」こと 

 

判決は、全ての補正に共通する判断基準として、「補正が、当初明細書等のすべての記

載を総合することにより導かれる技術的事項との関係において、新たな技術的事項を導

入しないものであるかどうか」を基準として判断すべきであると判示した 4。この基準

は、単に当初明細書等に特定の文言が記載されているか否かという形式的な判断ではな

く、当業者（その技術の専門家）が当初の開示全体から理解するであろう技術的な思想

や教示内容を基準とする、実質的な判断を求めるものである。 

 

判決の含意：除外対象事項自体の記載は不要 

 

「ソルダーレジスト」判決がもたらした最も重要な帰結の一つは、除外する対象事項

そのものが当初明細書等に具体的に記載されている必要はない、という点の明確化で

ある 1。これは、「除くクレーム」が出願人が出願時に認識していなかった先行技術を

回避するために用いられるという実態に即した、必然的な解釈である。重要なのは、除



外対象の記載の有無ではなく、**除外した結果として残る発明（補正後のクレームに係

る発明）**が、当初の技術的開示の範囲を超える新たな技術的概念を導入していない

か、という点に審査の焦点が当てられるべきことである 1。 

 

特許庁と裁判所の解釈の乖離：近時の知財高裁判決の分析 

 

「ソルダーレジスト」判決によって統一的な判断基準が示された後も、その具体的な適

用を巡っては、特許庁の判断と知財高裁の判断との間に解釈の乖離が見られる。この乖

離は、特に当初明細書等に全く記載のない事項を除外する場合に顕著となる。 

 

ケーススタディ：「熱伝達組成物」事件（令和 4 年(行ケ)第 10125 号） 

 

● 事案の概要： 本件の当初の請求項は、「HFO-1234yf と、HFC-254eb と、HFC-
245cb と、を含む組成物。」というものであった 6。これに対し、特許権者は無効

審判において、「（HCFC-225cb を 1 重量%以上で含有する組成物を除く）」と

いう訂正を請求した。当初明細書等には、除外対象である HCFC-225cb に関する

記載は一切存在しなかった 6。 
● 特許庁の判断（無効審決）： 特許庁は、この訂正を新規事項の追加にあたると判

断した。その論理は、当初明細書等に HCFC-225cb の記載がない以上、その物質

を含む組成物も、含まない組成物も、当初の技術的思想には含まれていないという

ものであった。したがって、HCFC-225cb の含有量（1 重量%以上）に関する限定

を付加することは、当初開示されていなかった新たな技術的事項を導入するもので

あると結論付けた 10。 
● 知財高裁の判断（審決取消）： 知財高裁は、特許庁の判断を覆した 10。裁判所

は、当初の「～を含む（comprising ）」というオープンエンド形式の請求項は、文

言上、指定された 3 成分以外に 
いかなる物質をも含み得る組成物を意味すると解釈した。この解釈に基づけば、

HCFC-225cb を含む組成物も、当初の請求項の技術的範囲に元々包含されていた

ことになる。したがって、その中から特定の一態様（HCFC-225cb を 1 重量%以

上含有するもの）を除外する補正は、新たな技術的事項を追加するものではなく、

むしろ当初の広い範囲から一部を削減するものであり、発明の核心的な技術思想を

変更するものではないと判断した。 



● さらに裁判所は、「ソルダーレジスト」判決の射程は、拒絶理由で引用された先行

発明と同一の部分を除外する場合に限定されるものではないと付言した。訂正の適

法性は、あくまで「新たな技術的事項を導入しないか」という基準のみで判断され

るべきであり、除外対象が引用発明とピンポイントで一致することといった、法律

にない要件を付加することは相当ではないと判示した 10。 

この「熱伝達組成物」事件は、特許庁と知財高裁が「除くクレーム」における新規事項

の判断において、根本的に異なる分析的枠組みを採用していることを浮き彫りにした。

特許庁の判断は、当初明細書等における文言上の裏付けを重視する形式的なアプローチ

に傾斜している。すなわち、「除外対象の文言が記載されているか」を問い、答えが

「否」であれば新規事項と判断する傾向が強い。これに対し、知財高裁は、より実質的

かつ全体的なアプローチを採用する。すなわち、「除外という行為が、当初開示された

発明の技術的概念を実質的に変更するか」を問い、オープンクレームを属（genus）の

開示と捉え、そこから種（species）を除外しても、残りの属が技術的な同一性を維持

している限り、新たな発明の創出にはあたらないと考える。 

この解釈の乖離は、単なる一事件における見解の相違に留まらない。それは、第三者の

予測可能性を重視し厳格な文言主義を採る特許庁と、発明者の真の貢献を保護すること

を重視し実質的な判断を優先する裁判所との間の、法哲学的な立場の違いを反映してい

る。この結果、出願人にとっては、特許庁の審査官には拒絶される可能性が高い補正で

あっても、知財高裁まで争えば認められる公算が大きいという「プロセキューション・

ギャップ」が生じる。これは、出願人に対して、特許庁の段階で狭い権利範囲で妥協す

るか、それとも時間と費用をかけて審判・訴訟で争うかという、困難な戦略的判断を迫

るものである 11。 

 

表 1：新規事項判断における特許庁と知財高裁のアプローチ比較（「熱伝達組成物」事

件を基に） 

 

分析の側面 特許庁の判断（無効審決） 知財高裁の判断（審決取消判

決） 

基本解釈 形式的・文言主義的アプロー

チ 
実質的・全体的アプローチ 



「含む」クレームの解釈 明示的に記載された構成要素

とその組み合わせに限定的に

解釈する傾向 

文言通り、指定成分以外に任

意の物質を含み得る包括的な

範囲と解釈 

除外事項の根拠要件 除外対象またはそれに関連す

る技術思想が当初明細書等に

記載されていることを要求 

除外対象自体の記載は不要。

補正後のクレームが当初の技

術的範囲内かを重視 

分析の焦点 文言上の裏付けの有無 技術的概念の実質的な変更の

有無 

判断の正当化 第三者の予測可能性と法的安

定性の確保 
発明者の貢献の適切な保護と

補正の柔軟性の確保 

出願人への示唆 審査段階では拒絶リスクが高

い 
審判・訴訟段階では認められ

る可能性が相当程度ある 

 

III. 副次的な法的限界：新規事項以外 

 

「除くクレーム」とする補正は、新規事項追加の禁止という最大のハードルを越えたと

しても、他の複数の法定要件を満たす必要がある。 

 

明確性要件（特許法第 36 条第 6 項第 2 号） 

 

補正によって新規事項が追加されないとしても、その結果として得られる請求項が不明

確であれば、明確性要件違反として拒絶される 5。発明の保護範囲、すなわち、何が含

まれ、何が除外されるのかの境界が、当業者にとって明確に理解できなければならな

い。 

 



ケーススタディ：「経皮吸収製剤」事件（平成 26 年(行ケ)第 10204 号） 

 

● 事案の概要： 本件では、「…経皮吸収製剤保持用具の貫通孔の中に収納され、…押

出されることにより皮膚に挿入される経皮吸収製剤を除く」という訂正が問題とな

った 16。 
● 知財高裁の判断： 裁判所は、この「除くクレーム」が明確性要件に違反すると判

断した 16。その理由は、 
物の発明である「経皮吸収製剤」を、その物自体の構造や組成ではなく、外在的な

使用態様によって特定しようとした点にある。物理的に同一の経皮吸収製剤であっ

ても、特定の保持用具と共に使用されれば権利範囲から除外され、単独で使用され

れば権利範囲に含まれることになり、製剤そのものを分析しても権利範囲に属する

か否かを一義的に判断できない。これにより、発明の技術的範囲が不明確になった

とされた。 

この判決は、発明のカテゴリーが「除く」表現の許容性を規定するという重要な示唆を

与える。すなわち、物の発明に関する「除くクレーム」は、その物自体の内在的な特徴

（構造、組成、物性など）に基づいて記載されるべきであり、外在的な機能や使用方法

に基づく限定は、明確性を欠くリスクが極めて高い。これは、単なる文言の明瞭性の問

題ではなく、権利範囲の技術的な確定可能性の問題である。第三者は、侵害の有無を

判断するにあたり、対象となる製品やプロセス自体を分析することで、明確な結論を得

られなければならない。 

 

進歩性要件（特許法第 29 条第 2 項） 

 

「除くクレーム」は、新規性のみが問題となる場面で多用される一方、進歩性（特許法

第 29 条第 2 項）の拒絶理由を克服するために用いられることもある 18。しかし、この

戦略には重大な落とし穴が潜んでいる。 

 

戦略的落とし穴：「明記型の除くクレーム」の罠 

 

この罠は、特に、除外する態様と権利として残す態様の両方が当初明細書等に記載され



ており（これを「明記型」と呼ぶ）、かつ、残す態様に特段の技術的優位性が示されて

いない場合に顕在化する。 

● 事例分析（令和 4 年(行ケ)第 10118 号）： 本件では、制御対象機器から「テレ

ビ」が除外された。しかし、当初明細書はテレビを制御する態様と、テレビ以外の

音響機器を制御する態様を併記しており、後者に特別な技術的効果があることを示

唆していなかった 19。 
● 裁判所の論理： 裁判所は、出願人自身の明細書の記載から、テレビを制御する技

術とそれ以外の機器を制御する技術が、技術的に等価な選択肢として認識されてい

たと推認した。そうであるならば、テレビを制御する先行技術が存在する場合、そ

れを技術的に等価な他の機器に適用することは当業者が容易に想到し得ることであ

る。この場合、先行技術との差異を明確にするための「除くクレーム」が、かえっ

てその差異に進歩性がないことを裏付ける証拠として機能してしまったのである 
19。 

この事例は、「除くクレーム」が出願人自身の明細書を、進歩性を否定するための証拠

へと変質させ得ることを示している。進歩性の判断は、クレームされた発明と先行技術

との「相違点」が自明か否かを評価するものである。「除くクレーム」の場合、その相

違点は「除外されたものではない」という点になる。もし出願人自身の開示が、除外さ

れたものと残されたものが技術的に交換可能であることを示唆していれば、それはその

相違点に技術的な意義がないことの自白に等しい。この自白は、審査官や裁判官によっ

て、その相違が単なる設計選択に過ぎず、進歩的な貢献ではないと結論付けるために利

用され得る 2。したがって、「除くクレーム」によって進歩性を主張する戦略が成功す

るのは、除外した先行技術の態様には見られない、有利かつ予測困難な効果が、権利と

して残る範囲において発揮されることを立証できる場合に限られるであろう 20。実際に

進歩性が肯定された裁判例も存在するが 3、それらはこのような顕著な効果を主張でき

た事例であると考えられる。 

 

サポート要件（特許法第 36 条第 6 項第 1 号） 

 

「除くクレーム」によって補正された後の請求項もまた、発明の詳細な説明によって裏

付けられていなければならない（サポート要件） 22。すなわち、補正後の請求項に記載

された発明が、当業者が発明の詳細な説明の記載から把握できる課題解決の範囲内にあ

る必要がある。一部の裁判例では、補正要件の問題として議論され得る事項（例えば、

除外事項が発明の核心から外れた要素を指している場合など）であっても、補正が認め



られた後で、サポート要件や明確性要件の問題として改めて検討すべきであるとの考え

方が示されている 24。これは、要件判断の順序性を示唆するものとして注目される。 

 

IV. 特許付与後の影響：均等論と意識的除外 

 

「除くクレーム」の利用は、特許権の付与を容易にする可能性がある一方で、付与後の

権利行使の局面、特に均等論の適用において重大な影響を及ぼす。 

 

均等論と第 5 要件：「意識的除外」 

 

均等論とは、被疑侵害品が特許請求の範囲の文言を文字通りには充足しない場合でも、

一定の要件を満たす場合には権利侵害が成立するという法理である。日本の裁判実務で

は、均等侵害の成立には 5 つの要件が必要とされる 25。その第 5 の要件は、被疑侵害

品が「特許発明の特許出願手続において特許請求の範囲から意識的に除外されたものに

当たるなどの特段の事情」がないこと、とされている 25。 

 

分析：「除くクレーム」は意識的除外に該当するか 

 

先行技術を理由とする拒絶に対応して「除くクレーム」とする補正を行う行為は、特定

の対象を権利範囲から意図的に除外する、という出願人の明確な意思表示である。この

ため、このような補正の経緯は、除外された対象が「意識的に除外されたもの」に該当

するという強力な証拠となる 29。被疑侵害者は、特許権者が審査過程で特定の技術 X
を除外した以上、その技術 X が自らの発明ではないことを承認したものであり、後に

均等論によってそれを権利範囲に含めようと主張することは、禁反言（estoppe l）の法

理に反し許されない、と主張するであろう 25。 

この点を考察すると、「除くクレーム」は、特許権の周りに、均等論による権利範囲の

拡張が極めて困難な、恒久的な「負の空間」を創出すると言える。これは、積極的な限

定（例えば、「金属」を「鉄」に補正する）よりも、さらに強力な禁反言効果を生む可



能性がある。積極的な限定の場合、除外は黙示的であり、「コバルトは鉄と均等であ

る」という主張の余地が残るかもしれない。しかし、「除くクレーム」（例えば、「金

属（但し、銅を除く）」）の場合、除外は明示的かつ否定的である。請求項の文言自体

が、限定の歴史を内包している。明確に「除外」されたものが、残りの発明と「均等」

であると主張することは論理的に困難である。このため、「除くクレーム」の採用とい

う戦略的判断は、単なる審査段階の戦術ではなく、将来の権利行使における権利範囲の

最終的な境界線を画定する、長期的な影響を持つ決定となる。特許実務家は、このトレ

ードオフ、すなわち、権利化の容易さと、除外した領域の恒久的な放棄との間のバラン

スを、依頼人に対して十分に説明する責務を負う。 

 

V. グローバルな視点：主要国におけるディスクレーマー実務との比

較 

 

日本の「除くクレーム」の限界をより深く理解するためには、欧州および米国における

類似の制度との比較が不可欠である。 

 

欧州特許庁（EPO）：構造化された規則ベースのアプローチ 

 

EPO はディスクレーマーに関する判例法が高度に発達しており、補正の根拠が当初出

願書類にあるか否かによって「開示されたディスクレーマー」と「開示されていないデ

ィスクレーマー」に分類している 31。 

● 開示されていないディスクレーマー（Undisclosed Disclaimers ）： 除外対象が

当初出願に全く記載されていない場合のディスクレーマーの許容性については、

EPO 拡大審判部決定 G1/03 が、以下の 3 つの極めて厳格かつ限定的な要件を定め

ている 31。 
1. 未公開の先願（欧州特許条約第 54 条(3)）に対する新規性を回復する場合。 
2. 「偶然の先行技術（accidental anticipation ）」に対する新規性を回復する場

合。これは、当該発明の技術分野から非常にかけ離れており、当業者が発明を

行う際に到底考慮しなかったであろうような先行技術を指す 33。 
3. 非技術的な理由で特許性のない主題（例：治療方法）を除外する場合。 



● 日本との比較： 日本の「新たな技術的事項を導入しない」という基準は、EPO の

厳格な規則ベースの例外規定よりも、より広く、原則に基づいたアプローチであ

る。日本の実務では、先行技術が「偶然」のものであることまでは要求されない 
10。したがって、EPO では許容されないディスクレーマーが、日本では認められる

可能性がある。 

 

米国特許商標庁（USPTO）：異なるパラダイム 

 

米国特許実務における「disclaimer」という用語は、日本の「除くクレーム」とは全く

異なる法制度を指しており、先行技術をクレーム範囲から部分的に除外する機能は持た

ない 38。 

● 法定ディスクレーマー（Statutory Disclaimer ）： 特許権者が、付与された特許

のクレーム全体を一つ以上放棄する行為である 38。これは補正ではなく、権利の放

棄にあたる。 
● ターミナルディスクレーマー（Terminal Disclaimer ）： 特許権者が、特許期間の

末尾部分を放棄する行為であり、主に非自明型のダブルパテント拒絶を解消するた

めに用いられる 38。これは特許の存続期間に影響するものであり、技術的範囲を変

更するものではない。 
● 米国における類似の機能： 日本の「除くクレーム」が果たす機能は、米国では、

通常のクレーム補正手続き（例えば、消極的限定を追加する）によって達成され

る。その許容性は、米国特許法第 112条に規定される記載要件（written 
description ）や実施可能要件（enablement）の基準に照らして判断される 40。日

本や欧州のような「ディスクレーマークレーム」という特別なカテゴリーや法理は

存在しない。 

 

表 2：主要国におけるディスクレーマー実務の比較 

 

側面 日本（除くクレー

ム） 
欧州（EPO 
Disclaimer） 

米国（USPTO 
Disclaimer） 



主な目的 先行技術（新規性、

拡大先願等）との重

複部分をクレーム範

囲から除外する。 

先行技術との重複部

分や特許対象外の主

題を除外する。 

クレーム全体を放棄

するか、特許期間を

短縮する。 

法的根拠・主要判例 特許法第 17 条の 2 第

3 項、ソルダーレジ

スト大合議判決 

欧州特許条約第 123
条(2)、拡大審判部決

定 G1/03 

米国特許法第 253
条、規則 37 CFR 1.321 

「未開示」事項の許

容性 
「新たな技術的事項

を導入しない」限

り、広く許容され

る。 

G1/03 の厳格な 3 要

件（偶然の先行技術

等）を満たす場合に

限り、例外的に許

容。 

適用外。クレームの

技術的範囲の変更に

は用いない。 

許容性の判断基準 実質的な技術思想の

変更の有無 
規則ベースの厳格な

例外要件への該当性 
目的（クレーム放

棄、期間放棄）への

適合性 

主な戦略的利用 拡大先願（第 29 条の

2）拒絶の解消、新規

性確保 

拡大先願（第 54 条

(3)）、偶然の先行技

術、非特許主題の除

外 

ダブルパテント拒絶

の解消（ターミナル

ディスクレーマー） 

主な落とし穴 新規事項追加、明確

性、進歩性、均等論

における意識的除外 

厳格な要件を満たさ

ない場合の新規事項

追加、進歩性判断へ

の影響 

期間放棄による特許

期間の短縮 

 

VI. 戦略的統合と実務上の提言 

 

 



特許庁と裁判所の判断の乖離への対応 

 

特許庁の審査実務においては、依然として形式的な判断がなされる傾向がある。特に、

当初明細書等に記載のない事項を除外する「除くクレーム」を提案する際には、意見書

において、なぜその補正が「新たな技術的事項を導入しない」のかを、知財高裁の実質

的な判断枠組みを先取りする形で、説得的に論証することが不可欠である 15。また、特

許庁の段階で拒絶された場合でも、知財高裁で判断が覆る可能性を念頭に置き、審判・

訴訟への移行という選択肢を、費用対効果や事業戦略と照らし合わせながら検討する必

要がある。 

 

効果的な「除くクレーム」の作成 

 

● 明確性要件の遵守： 「経皮吸収製剤」事件の教訓を踏まえ、物の発明であれば構

造的・組成的特徴で、方法の発明であれば工程上の特徴で除外するなど、クレーム

のカテゴリーと「除く」表現の技術的カテゴリーを一致させることが、明確性違反

のリスクを回避する上で極めて重要である 16。 
● 進歩性の罠の回避： 将来的に「除くクレーム」を用いる可能性を考慮すれば、出

願当初の明細書において、複数の実施形態を単なる等価な選択肢として列挙するの

ではなく、特定の実施形態が持つ固有の技術的利点や課題解決への貢献を明確に記

載しておくことが望ましい。これにより、後から特定の態様を除外しても、残りの

発明に進歩性があることを主張しやすくなる 19。 
● 引用文献の表現の借用： 拒絶理由で引用された文献中の表現を借用して「除く」

部分を記載する場合、その文献を参照せずとも、補正後の請求項の文言のみで発明

が明確に把握できるように留意する必要がある 15。 

 

リスク評価：「除くクレーム」と代替戦略の比較 

 

「除くクレーム」の採用は、常に他の選択肢との比較衡量の上で決定されるべきであ

る。 

● 「除くクレーム」が有効な場合： 小さく、明確に定義された先行技術をピンポイ



ントで除外したい場合、特に進歩性が問われない新規性・拡大先願拒絶に対応する

場合には、最も有効な手段となり得る。均等論の適用範囲が狭まるリスクが、事業

戦略上許容できることが前提となる。 
● 代替戦略を検討すべき場合： (1) 除外すべき範囲が広範または不明確である場合

（明確性違反のリスク）、(2) 「除くクレーム」が進歩性の罠を誘発する可能性が

ある場合（新たな特徴を付加する積極的限定を検討）、(3) 均等論による最大限の

権利範囲の確保が事業上不可欠である場合（異なる権利範囲を追求する分割出願を

検討）などでは、他の戦略がより適切である。 

 

将来展望 

 

特許庁と知財高裁との間の解釈の緊張関係は、今後もこの法分野が動的であり続けるこ

とを示唆している。実務家は、審査基準の文言だけでなく、常に最新の裁判例の動向を

注視し、その実質的な判断枠組みを自らの戦略に取り込んでいく必要がある。長期的に

は、特許庁が司法判断との整合性を図る形で審査基準を改訂する可能性もあるが、それ

までの間は、現在の複雑な法的状況を前提とした、高度な戦略的判断が求められ続ける

であろう。 
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